
香港、印紙税グループ減免措置に係る関係会社要件の緩和を提案

- 印紙税グループ減免措置に係る関係会社要件について、（i）実質的所有持分、または（ii）議決権のいずれ
かに基づく基準を、現行の90%から75%に引き下げることが提案されています。また、対象事業体の範囲を、

独立法人格を有することを条件に、発行済株式資本を有しない法人（有限責任パートナーシップや特定の
有限責任法人など）にも拡大する方針が示されています。

- なお、経過措置として、2026年10月に提出予定の改正法案の可決前であっても、これらの提案は、2026
年2月25日以降に署名された香港の株式または不動産の譲渡文書にさかのぼって適用されます。これら

の提案に基づく減免措置の適用対象となる文書については、印紙税をいったん納付した後に還付を申請す
る必要はなく、印紙税局に審査を依頼することができます。当該審査は、改正法の施行後に確定されます。

本号では、印紙税法（以下、「SDO」）のセクション45に基づく印紙税グループ減免措置の改正案について説明
します。本改正法案または経過措置についてご関心のある方は、EY税務担当者にご相談ください。
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背景

SDOのセクション45に基づき、2つの法人間における香港の株式または不動産の譲渡については、譲渡人と譲受人が、（i）一方が他

方の発行済株式資本の90%以上を実質的に所有している場合、または（ii）第三の法人が譲渡人と譲受人の双方の発行済株式資本

の90%以上を実質的に所有している場合、印紙税の減免措置が適用されます。

香港最終法院は2025年、「John Wiley & Sons UK2 LLP and Another v The Collector of Stamp Duty」という裁判において、英

国の有限責任パートナーシップ（以下、「英国LLP」）から、同パートナーシップを間接的に100%実質所有する米国の有限責任会社へ

の香港株式の譲渡は、SDOのセクション45に基づく印紙税グループ減免措置の適用対象とならないとの判決を下しました。その理由

は、英国LLPには発行済株式資本が存在せず、一方の法人が他方の法人の発行済株式資本の90%以上を実質的に所有するという

要件を満たすことができなかったためです。

John Wiley判決により、LLPや有限責任法人など、発行済株式資本を有しない現代的な形態の事業体の多くは、SDOのセクション45

に基づく印紙税グループ減免措置の適用を受けられないことになります。

このように、減免措置の適用が制限されることは、香港が主要な投資・ビジネス拠点としての地位を維持するうえで望ましくないとの認

識から、財政長官は2026年2月に発表した財政予算案において、SDOのセクション45の適用要件を緩和する方針を公表しました。

2026年7月6日の立法会財経事務委員会で審議された資料には、当該改正法案の詳細が記載されています。

SDOのセクション45に対する改正案の内容

「関連性テスト」の緩和について

SDOのセクション45に基づく「関連性テスト」は緩和され、関連性の判定は、「発行済株式資本」のみに基づくものではなくなります。

緩和後の「関連性テスト」の下では、以下のいずれかに該当する場合、2つの事業体は関連性があるものと見なされます。

（a）一方の事業体が他方の事業体に対して関連持分を有する

（b）第三の事業体が両方の事業体に対して関連持分を有する

ある事業体（以下、「事業体A」）は、以下のいずれかに該当する場合、他の事業体（以下、「事業体B」）に対して関連持分を有するもの

と見なされます。

（a）事業体Aが、事業体Bに対して直接または間接的に75%以上の実質的持分を有する

（b）事業体Aが、事業体Bの議決権の75%以上を直接または間接的に行使する権利を有する場合、もしくはその行使を支配する権

利を有する

事業体Bが発行済株式資本を有する場合、事業体Aの事業体Bに対する持分は、発行済株式資本に基づいて算定されます。それ以外

の場合（有限責任パートナーシップの場合など）は、事業体Aの事業体Bに対する所有持分に基づいて算定されます。

SDOの濫用防止規定および「関連性テスト」に関するその他の規定も併せて改正

SDOの濫用防止規定および「関連性テスト」に関するその他の規定についても、提案されている「関連性テスト」の緩和を反映するため、

併せて改正される予定です。これには、香港株式または不動産の譲渡対価を非関連者が提供または受領してはならないという要件や、

譲渡人と譲受人が少なくとも2年間にわたり関連性を維持しなければならないという要件が含まれます。



論評

より柔軟で利用しやすい制度

香港政府は、関係会社要件の緩和に当たり、英国およびシンガポールの印紙税グループ減免制度を参考にしたと述べています。

英国では、普通株式資本、分配可能利益および清算時の分配可能資産に基づいて関係会社要件を判定し、持分割合の基準を75%と

しています。

シンガポールでは、ある特定事業体が他の特定事業体の議決権付資本持分の75%以上、かつ議決権の50%以上を保有する場合、両

事業体は関連性があるものと見なされ、印紙税グループ減免措置の適用対象となります。

注目すべき点として、英国およびシンガポールのいずれの制度においても、75%の「関連性テスト」要件を満たすためには、2つ以上の

条件を満たす必要があります。例えば、シンガポールでは、所有持分および議決権の両方に関する条件を満たす必要があります。こ

れに対し、香港の改正案では、75%の「関連性テスト」要件は、所有持分または議決権のいずれかに基づいて判定されます。

このことから、政府は、香港の印紙税グループ減免制度を、英国およびシンガポールの対応する制度よりも柔軟で利用しやすいものと

することを意図していると考えられます。ただし、政府は、改正案を利用した濫用的または作為的な取決めについては、一般的な租税

回避防止に関する判例法上の原則に基づき、異議を唱えられる可能性があるとしています。

独立法人格を有する事業体の定義

独立法人格とは、基本的に、事業体が、その所有者、経営者または設立者とは完全に別個の法的主体として扱われることを意味しま

す。事業体が独立法人格を有するかどうかを示す特徴としては、財産の所有能力、契約締結能力、および自らの名義で訴訟を提起・

応訴できる権利などが挙げられます。このため、LLPは一般に独立法人格を有しますが、リミテッド・パートナーシップは独立法人格を

有しない場合があります。

この点について、印紙税局が、英国歳入関税庁の取扱いと同様に、今回の改正案の適用上、独立法人格を有すると認める各法域の

事業体の一覧を公表すれば、有用であると考えられます。

審査に関する経過措置

また、納税者が、経過措置に基づき、香港の株式・不動産の譲渡文書について善意で審査を依頼した場合、その後、当該譲渡が減免

措置の対象外と判明しても罰則は科されない旨を印紙税局が明示すれば有用ではないかと考えられます。

本改正法案または経過措置についてご関心のある方は、EY税務担当者にご相談ください。
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